
障害者虐待事案の状
況と対応について



本市における虐待の状況について

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

通報・届出件数 ２６件 ３０件 ３２件 ４５件 ３８件

認定件数 ３件 ６件 ０件 ３件 ４件

虐待者の内訳 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

養護者 ３件 ３件 ０件 １件 ０件

施設従事者 ０件 ３件 ０件 ２件 ４件



事業所として気を付けること（事業所運営上）

基準省令（虐待の防止）

事業者は虐待の発生又はその再発を防止するための措置を講じなければならない。

１．虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、
開催結果について、従業員に周知徹底を図ること。

２．従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。

３．上記１．２に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

１～３の措置を講じないと・・・基本報酬の減算適用となります。



事業所として気を付けること（通報義務）

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する
支援等に関する法律（障害者虐待防止法）

この法律では、障害者に対して

１．身の回りの世話や介助、金銭の管理などを行っている家族・親族・同居人（養護者）

２．障害者福祉施設などの職員（障害者福祉施設従事者等）

３．勤め先の経営者など（使用者）

が行う虐待行為を「障害者虐待」と定め、障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した人は「速や
かに、これを市町村（又は都道府県）に通報しなければならない」という義務を定めています。

通報・相談窓口⇒福山市障がい者虐待防止センター（福山市社会福祉協議会内） 📞084-928-1354

厚生労働省ホームページアドレス
https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/gyakutaiboushi/



障害者虐待事案を無くしていくためには
事業所の取組例

利用者の情報を従業員全員で共有すること（利用者の特性などを把握する）

⇒利用者の特性などを全従業員が把握することで、利用者及び従業員の負
担軽減につながる。

管理職は障害者虐待が発生した際、利用者及び従業員それぞれから話を聞
き判断する。

⇒一方の話だけで判断するのではなく、双方から話を聞いたり、目撃証言や
客観的な情報（カメラ映像など）から虐待に当たるか判断すること。また、管
理職は平時から利用者及び従業員の行動を記録しておくとなおよい。(通常
の勤務状況を把握することで、特異事案発生時の判断材料となる)



障害者虐待の防止と対応の手引きについて


